
（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

1 職員手当には退職手当を含まない。
2 職員数は、平成17年4月1日現在の人数である。

（3）特記事項

①特別職の職員 ②一般職の職員
・ … → 10 ・ … → 5
・ … → 10 (2005人勧による減含む）
・ … → 10
・ … → 5

（4）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（5）給与改定の状況
①月例給

円

（ ％）

②特別給

％減額
報酬を

教 育 長

Ａ Ａ－Ｂ

議 会 議 員

人事委員会の勧告

給料を

一人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

(参考）類似団体平均

給与費B/A 一人当たり給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円

職員数

千円

44,590 168,185 6,008 5,903606,848

国の年間

支給月数

月

4.45

年度

民間の支給割合

17

月月月

　年間支給月数である。

円 ％

％減額

1  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

＊人事委員会を設置していないため、この欄は記載していません。

％

区分

Ｂ

年度 円

(注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の

21.5

（改定率）

給与改定率民間給与 較差 国の改定率

（参考）

％

0

勧告

年間支給月数

実質収支

公務員給与

2  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（参考）

全ての職員 給料を ％減額

（参考）

16年度の人件費率

％年度 千円

(注） 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

17

区　分

区分

％減額
％減額助 役

394,073

給　　　与　　　費

22.3

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（17年度末）

立科町の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

人件費率人件費

Ｂ

千円 千円人　

8,371 906,3314,068,678

％

207,08417

(注）

年度

17

町 長

101
（注）

立科町では、特例期間中、給料月額を独自に減額しています。平成18年度の内容は下記のとおりです。

給料を
給料を

月 月

区分

人事委員会の勧告

公務員の支給月数 較差

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数）

勧告

(H13)
96.1

(H13)
95.9

(H13)
97.7

(H18)
89.6

(H18)
93.1

(H18)
93.5

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

立科町 類似団体平均 全国町村平均

１　総　括
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18 年 4 月 1
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職（給食調理員）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　③看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

18 年 4 月 1

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

＊給料の削減を行っているため、上段（　）書きの額は削減後を表示しています。（特例期間中）

18 年 4 月 1

円 円 円

円 円 円

134,000

120,200

長野県

国

類似団体

138,400

平均給料月額 平均給与月額

48.9 345,396

48.4 286,500

363,799377,834

323,543

平均給与月額
（国ベース）

―

328,028

平均給与月額
（国ベース）

294,767

平均給料月額

296,150

平均給与月額

285,000

381,212328,477

370,865

369,778

平均給与月額平均給料月額

305,583

40.5

340,70446.6

321,800立科町 43.3

日現在）

平均給与月額
（国ベース）

362,613330,864

―

404,317

350,484

区  分 平 均 年 齢

438,394

（平成

342,984

 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

区  分

長野県

立科町

国

　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
　　等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

170,200

区　　　分 立　　科　　町

170,200
（136,100）

区  分

国

類似団体

一般行政職

技能労務職

（129,300）

44.6

49.1

立科町

長野県

（178,000）

40.4

平 均 年 齢

185,800

（186,800）

経験年数１０～１５年

―

大　学　卒

国

138,400

―

―

―

長野県

大　学　卒

経験年数１５～２０年　　　

304,900

（平成 日現在）

223,600

経験年数７～１０年

196,000

261,600

高　校　卒

短大３卒

222,000

医　療　職

高　校　卒

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 
　　全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

一般行政職

186,700

229,300

（118,100）

区　　　         分

325,290

322,065345,557類似団体 41.0

340,665

平 均 年 齢

318,595

332,100

43.1

（2）職員の初任給の状況 （平成 日現在）

37.6

308,942

292,549

（注） １　「平均給料月額」とは、18年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

―

中　学　卒

大　学　卒

135,600

高　校　卒
142,800

（162,300）

123,900

170,200

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
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18 年 4 月 1

（注）１　立科町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2）昇給期間短縮の状況
　

18

13

13.3％9.2

15.5

21.4

143141 人

平成17年度

３　　級

１　　級

２　　級

5

区　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 A

区　　分

（1）一般行政職の級別職員数の状況

４　　級

1　書記の職務
2　主事の職務

標準的な職務内容

５　　級

６　　級 1　困難な業務を行う課長の職務
2　困難な業務を行う課長補佐の職務

23.8

6.0

構成比(%)

　主査の職務

1　係長の職務
2　主幹の職務
3　困難な業務を分掌する主任の職務

　主任の職務

10

（注）平成18年に8級制から6級制に変更している。(旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

人

人13

21.4

11.9

職員数(人)

18

20

日現在）

1　課長（6級に掲げられた課長を除く）の職務
2　課長補佐（6級に掲げられた課長補佐を除く）の職務

平成16年度

％B／A

19 人

計

全　　　　　職　　　　　種

100.084

普通昇給期間（12～24月）を短縮して昇給した職
員数

比　　　　　　　率

B

（平成

３　一般行政職の級別職員数等の状況

１級
6.0%

１級
2.3%

１級
8.0%

２級
21.4%

２級
10.5%

２級
13.6%

３級
21.4%

３級
18.6%

３級
14.8%

４級
15.5%

４級
14.0%

４級
4.5%

５級
23.8%

５級
8.1% ５級

11.3%

６級
11.9%

６級
10.5%

６級
21.6%

７級
27.9%

７級
18.2%

８級
8.1%

８級
8.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成18年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

８級
７級
６級
５級
４級
３級
２級
１級
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（1）期末手当・勤勉手当

17 年度) 17 年度)

（ 17 （ 17 （ 17

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（2）退職手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

（支給率）
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）
・ ・
・

千円

（3）特殊勤務手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.34
59.28

・役職加算　5～15％

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～20％
・管理職加算　15～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

12月期 1.6 0.75

計 3.0 1.45

1.4 0.7 6月期

47.50
最高限度額

勤続２０年

訪問介護員

3.0

（加算措置の状況）

・役職加算　5～20％
・管理職加算　10～25％

国

―

1.45

33.50

勧奨・定年

30.55

国

自己都合

0.7

12月期 1.6 0.75

1.4

計

夜間勤務
手当等

業務手当

保育所主任保育士職

59.28

⑤観光施設事業手当 観光係・索道係職員

⑦用地交渉手当 500円/日

円

円

⑧主任保育士手当

感染症防疫作業従事者

滞納整理

索道主任技術者

公金滞納整理従事者

1,774

⑨索道主任技術者手当

⑥行旅死亡人取扱手当

（支給率）

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

用地交渉に従事する職員

行旅死亡人の取扱

用地交渉

主任業務に従事した期間

ﾊｰﾄﾌﾙｹｱたてしな勤務職員

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

主な支給対象職員

1人当たり平均支給額( 1人当たり平均支給額(

行旅死亡人取扱に従事する職員

索道主任

手当の名称

課税係・収税係職員

12月期

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

介護士の夜間勤務

③感染症等防疫作業手当

6月期0.7

33.50

0.75

1.45

23.50

①税務手当

支給実績（17年度決算）

④自動車乗用手当

37.7
手当の種類（手当数）

6,869,686

感染症等防疫作業

132,109

立科町

計

1.4

1.6

千円1,612

１人当たり平均支給額　　　　

最高限度額 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

30.55

59.28

千円

10,000円/月

運転業務

3,000円/月

2,000円/月

介護支援専門員(兼事務職員)

1,500円/月

⑪福祉業務手当

23.50

⑩索道主任手当

47.50

勤続２０年

3.0

6月期

立　　科　　町

自己都合 勧奨・定年

ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ運転手

福祉ﾊﾞｽ運転手

10,175

勤続２５年勤続２５年

退職時特別昇給（勧奨退職：退職時4号俸）

41.34
勤続３５年

②滞納整理手当

年度支給割合）

勤勉手当期末手当

長野県

勤勉手当

年度支給割合）

期末手当

町税賦課・徴収業務

3,500円/月

400円/日

6,000円/回(平成18年1月1日改正）

5,000円/月

左記職員に対する支給単価

走行距離により
　　　　　1,500～4,500円/日

1,500円/件

主な支給対象業務

3,500円/月

2,000円/月

訪問介護員の早朝・夜間勤務

2,000円/月

5,000円/月

主任訪問介護員

300円/回

2,000円/月

主任介護士

介護士

年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

観光施設・観光事業従事

500円/件

勤続３５年

59.28

％

種類11

４　職員の手当の状況
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（4）時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（5）その他の手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

円

円

円

…

… 所有する自宅に居住し、

・自動車使用者等…通勤距離に応じて支給
2 ～ 5 円

2 3 円 5 ～ 10 円

3 4 円 10 ～ 15 円

4 5 円 15 ～ 20 円

5 6 円 20 ～ 25 円

6 7 円 25 ～ 30 円

7 8 円 30 ～ 35 円

8 9 円 35 ～ 40 円

9 円 40 ～ 45 円

45 ～ 50 円

50 ～ 55 円

55 ～ 60 円

60 ～ 円

・管理職員が休日等に勤務した場合に支給

・一般の宿日直

級地

1
2
3
4

その他

同

23,360

17,800

世　帯　主

扶養親族あり

扶養親族なし
10,200

17,800

その他の職員

世帯の区分

（準世帯主）

円寒冷地
手当

月額

10,200

8,800

世帯主 準世帯主

7,360

13,060
12,860

円

8,600
7,360

・下記区分により11月～
　翌年3月まで月額で支給

26,380 10,340 63,280

22,540

8,352,96014,580

（国の4級地に該当）

4,100
6,500

円0

4,200円

0

円64,7505,180,000 円

管理
職員
特別
勤務
手当 4,000円

課　　長 1回8,000円以内

五種

12,000円

四種

一種

6,000円
三種

宿日直

四種

五種

10,000円
8,000円

本省庁課長補佐

10/100
8/100

12/100

二種

316,4824,430,742 円

円

7,800

25/100
20/100
16/100

同

一種

6,000

配偶者のない扶養親族1人目

配偶者 13,000

国の制度との異同
及び異なる内容

支給実績

扶養親族でない配偶者のある
扶養親族1人目

・扶養親族のある職員に支給

支給実績

6,500 円

借　家 家賃に応じて支給

その他の者

満16歳の年度初めから満22歳
の年度末までの子1人につき

年度決算

年度決算

宿日直
手当

・下記区分により11月～翌年3月まで月額で支給

宿　　直

日　　直

4,200円
5,500円

5,000

5,000円加算

円配偶者以外の扶養親族2人まで
1人につき

通勤
手当

23,600

18,500

km未満

km以上

km以上

・給料月額に下記の支給割合を乗じて支給

17
職員1人当たり平均支給年額

16

km以上 km未満

20,900

職員1人当たり平均支給年額

管理職
手当

・運賃等相当額が55,000円以下については
　運賃相当額

手当名

11,000

課　　長 6/100

扶養
手当

持ち家
住居
手当

新築・購入5年まで　　　2,500円

内容及び支給単価

km以上

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成17年度）

14,136,000

支給実績

227,250

7,535
54

63

円

円252,429

22,700

二種

三種
円

24,500

円

（平成17年度）

円

2,272,500

km未満

円同

km未満

不支給

交通機関等の利用者

上限27,000円

7,926,700

2,000

km以上

km未満

km以上 km未満

km未満

km未満

km以上

21,800

8,900

10,000
11,100

11,300
13,700
16,100

km以上
円

12,200

5,600
6,700
7,800
8,900

4,500

84,327
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（ )円 円／ 円

（ )円 円／ 円

（ )円

（ )円 円／ 円

（ )円 円／ 円

（ )円 円／ 円

円

円

円

(注)

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

（ 人)

人

（ 人)

[ ] [ ] 人

（注）１　特別行政部門には、教育長を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

小　計 39

合　　計
139

（参考）類似団体における最高／最低額

167 人口1,000人当たり職員数

40

-3

3

議　　　員

区　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等

退
職
手
当

給
料

《参考》

地域包括支援センター業務増に伴う増員

0

681,000612,900

小　計 100

水　　　　　道

町　　　長

計 85 86 -1

《参考》

0

0

-1

-1

係統合に伴う減員

助　　　役期
末
手
当

組織・機構の改革・事務の合理化に伴う減員

1.6

6月期

教　育　長

12月期

1.6

12月期

町　　　長

5

1.75

6月期

608,000助　　　役

町　　　長

547,200
教　育　長

主な増減理由

1

5

0

4

0

6

商　　　　　工

1

-1

5

6

36

9

土　　　　　木 5

-2102

3

16

8

00

0

0 0

任期毎

そ　　の　　他

《参考》 人口1,000人当たり職員数 11.95

税　　　　　務

-1

　給料月額（681,000円）×在職月数×0.44

月分1.75

　　（算定方式）

　給料月額（608,000円）×在職月数×0.26

14,382,720

 1 給料及び報酬の（　）内は、減額を行う前の金額です。

　　　　　　　　区　　分
　
部　　門

0

平成17年

1

副　議　長

普
通
会
計
部
門

16.60

類似団体の　　〃 15.15

（1期の手当額）

報
酬

議　　　長

議　　　員

364,000

263,000186,200 196,000

289,000
285,000

任期毎

一
般
行
政
部
門

-2

衛　　　　　生

8農　林　水　産

労　　　　　働

18

民　　　　　生 37

0

15教育部門

消防部門

3

167

公営
企業等
会計
部門

病　　　　　院

索　　　　　道 8

0

3

下　　水　　道

26

142

25

総　　　　　務

　　（17年度支給割合）

　　（17年度支給割合）

教　育　長

20

月分

　給料月額（543,000円）×在職月数×0.19

副　議　長

議　　　長

543,000

1

職 員 数

月分

月分

488,700

平成18年

200,450 211,000
274,550

05

　見込額である。

0

673,000
834,000 346,000

4,952,160

（支給時期）

7,587,840

391,000

153,800
220,000

（各年４月１日現在）

136,000

 2 退職手当の「1期の手当額は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月)勤めた場合における退職手当の

議　　　　　会

対前年
増減数

0

助　　　役

任期毎

類似団体の　　〃

人口1,000人当たり職員数 10.15

12.29

５　特別職の報酬等の状況（18年4月1日現在）

６　職員数の状況
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（2）年齢別職員構成の状況 （ 18 年 4 月 1 日現在）

　

（3）定員管理の数値目標及び進捗状況

　①　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

<参考>立科町集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（ 33.3 %）

（ 33.3 %）

（ ― %）

（ 25.0 %）

（ 30.0 %）

△ 10

1 計画期間は、平成17年～22年の6年間である。

2 （　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

36

△ 4

△ 10

132

13

△ 3

0

0

―

△ 3

15

△ 1

14

△ 1

138139

△ 3

0

H22.4.1

数値目標

H22年

△ 3

―

△ 1

―

0

―

△ 1

142

△ 5

13

0

0

0

36

△ 1

130

132

平成22年4月1日

35歳

～～

32歳

純減数

9

83

△ 3

5年目

△ 1 1 △ 2 △ 1

4年目

83

△ 2

3 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員

　増減数の累計を示す。

平成17年4月1日

（各年４月１日現在）

△7.0

純減率

13 12 33 11

43歳 47歳 51歳 59歳 以上

人 人

19 0

人 人人 人

138

24歳 28歳

39歳

区　分

未満

～

20歳

～

23歳 27歳

36歳 60歳44歳 48歳 52歳 56歳

人 人

～ ～ ～ ～～

55歳

～

数値目標

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日

始　期 終　期

計画期間

40歳20歳

職員数 職員数

計

（注）

10人（△7.0％）の純減

31歳

人
職員数

170

人 人

0 14 10

人 人

H21年

一般行政

教育

H18年

1年目

H19年

2年目

H20年

3年目

公営企業
等会計

計

職員数

増減

職員数

増減

職員数

増減

職員数

職員数

増減

H17年

計画始期

　　　　区分
　部門

16

0
消防

H17～22年

計

―

増減

86 85 86 81

40

142

0

0

39

△ 1

0

39

0

139

0

85

△ 1

14

0

0

0

39

0

△ 1

37

△ 2

133

13

△ 1

0

0

0

5

10

15

20

25

30

構成比

５年前の構成
比

%
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（1）水道事業
①　職員給与費の状況

ア　決算

イ  特記事項

①一般職の職員

・ … → 5
(2005人勧による減含む）

（2） 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （ 18 年 4 月 1 日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1 基本給は、扶養手当の額を含みます。

2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

（3）職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

17 年度) 17 年度) 17 年度)

（ 17 （ 17

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

イ 退職手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）
・ ・
・ ・

千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

退職時特別昇給（勧奨退職：退職時4号俸）

10,175

類似団体平均（水道事業）

勧奨・定年
30.55
41.34
59.28

23.50
33.50
47.50
59.28

一般行政職

（支給率）
勤続２０年
勤続２５年
勤続３５年
最高限度額

自己都合

１人当たり平均支給額　　　　 16,069

自己都合 勧奨・定年
23.50
33.50
47.50
59.28

30.55
41.34

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

（加算措置の状況）

6月期 1.4 0.7

年度支給割合）

59.28

企業職

勤続２０年
勤続２５年
勤続３５年
最高限度額

（支給率）

12月期 1.6 0.75

59.28

類似団体平均（水道事業）

1人当たり平均支給額(

318,300

1人当たり平均支給額( 1人当たり平均支給額(

勤勉手当

1,612

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

退職時特別昇給（勧奨退職：退職時4号俸）

1,788 千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

千円

1.45

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

0.7

0.75

年度支給割合）

期末手当

6月期 1.4

勤勉手当

1,542 千円

期末手当

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額　　　　 0

企業職 一般行政職

％減額

基本給 平均月収額

455,378

12月期 1.6

職員数

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費B/A 一人当たり給与費

一人当たり (参考）類似団体平均給　　　与　　　費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,468 6,971
1 職員手当には退職手当を含まない。

3 10,757 1,022 4,626

Ｂ／Ａ

純損益又は
実質収支 職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

6,426 5.9

年度

Ａ

16年度の総費用に占める
職員給与費比率

区分

年度

299,955

区分
総費用

17

％

17 5.516,405

千円

16,405

％千円千円

（参考）

計 3.0計 3.0 1.45

59.28

2 職員数は、平成18年3月31日現在の人数である。

企業職
40.6

類似団体平均
（水道事業）

全ての職員 給料を

区  分 平均年齢

（注）

44.8 376,947 577,214

７　公営企業職員の状況
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ウ 特殊勤務手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

エ 時間外勤務手当

オ その他の手当 （ 18 年 4 月 1 日現在）

円

円

円

…

… 所有する自宅に居住し、

円0

支給職員1人当たり
平均支給年額支給実績

0

0.0

（単位：円）

円

％

47

131

44

配偶者のない扶養親族1人目

6,500

（平成17年度） （平成17年度）

住居
手当

借　家

配偶者以外の扶養親族2人まで
1人につき 6,000

円

一般行政職との異同
及び異なる内容

140

円0

手当名 内容及び支給単価

同

同

287,000 円574,000

千円

千円

千円

1,500円/件

④自動車乗用手当

0 円

2,000円/月

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

11 種類
手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

課税係・収税係職員 町税賦課・徴収業務

ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ運転手 走行距離により
　　　　　1,500～4,500円/日

福祉ﾊﾞｽ運転手 3,000円/月

運転業務

⑥行旅死亡人取扱手当 行旅死亡人取扱に従事する職員

2,000円/月

1,500円/月

⑦用地交渉手当 用地交渉に従事する職員 用地交渉 500円/日

⑧主任保育士手当 保育所主任保育士職

5,000円/月

⑨索道主任技術者手当 索道主任技術者 10,000円/月

主任業務に従事した期間⑩索道主任手当 索道主任

5,000円/月

3,500円/月

2,000円/月業務手当

主任訪問介護員

訪問介護員

主任介護士

介護士

6,000円/回(平成18年1月1日改正）

訪問介護員の早朝・夜間勤務 300円/回

⑪福祉業務手当 ﾊｰﾄﾌﾙｹｱたてしな勤務職員

介護士の夜間勤務夜間勤務
手当等

3,500円/月

2,000円/月

介護支援専門員(兼事務職員)

17 年度決算
支給実績

職員1人当たり平均支給年額

千円

支給実績

職員1人当たり平均支給年額
年度決算

円

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

⑤観光施設事業手当

行旅死亡人の取扱

③感染症等防疫作業手当 感染症防疫作業従事者 感染症等防疫作業

②滞納整理手当

16

支給実績（17年度決算）

①税務手当

手当の種類（手当数）

観光施設・観光事業従事

滞納整理 400円/日

観光係・索道係職員

家賃に応じて支給

5,000

満16歳の年度初めから満22歳
の年度末までの子1人につき 5,000円加算

上限27,000円

持ち家

新築・購入5年まで　　　2,500円

その他の者

左記職員に対する支給単価

扶養
手当

・扶養親族のある職員に支給

11,000

配偶者 13,000

扶養親族でない配偶者のある
扶養親族1人目

円

500円/件

公金滞納整理従事者

9



・自動車使用者等…通勤距離に応じて支給

2

2 3 円

3 4 円

4 5 円

5 6 円

6 7 円

7 8 円

8 9 円

9 円

・管理職員が休日等に勤務した場合に支給

・一般の宿日直

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)②を参照

円

0同

214,800

同

同

円

円

円

同

同

93,600 円

円

円

0

93,600

0

円71,600

0

0

円0

円

km未満km以上

km未満

km以上

通勤
手当

km未満 7,800

km未満

km以上

km未満

12,200

11,100

km以上

寒冷地
手当

（準世帯主）

日　　直 5,500円

扶養親族あり

宿日直
手当

宿　　直 4,200円

・下記区分により11月～翌年3月まで月額で支給

世帯の区分

km以上

5,600

交通機関等の利用者

km以上 km未満

　運賃相当額

7,360

（国の4級地に該当）

10,000

km以上 4,500

6,700

8,900

km以上

・運賃等相当額が55,000円以下については

管理職
手当

管理職員
特別勤務

手当

課　　長 6/100

・給料月額に下記の支給割合を乗じて支給

課　　長 1回8,000円以内

月額

その他の職員

17,800
扶養親族なし世　帯　主

10,200

km未満 不支給

km未満

10


